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バー ドウオッチングの経済的価値
一 旅行費用法と疑似市場法による推定一

地域社会環境学専攻

敷 田 麻 実

TheEvaluationofEconomicValueofBird

Watching:anApplicationofTravelCostMethod

andContingentValuationMethod

AsamiShikida

ABSTRACT

ThisstudyreportsonasurveyofbirdwatchinginHegura31maOffNotopeninsularusing
bothaTCM (travelcostmethod)andaCVM (contingentvaluationmethod).Hegurajimais
asmallislandlocatedat50kmnorthofNotopeninsularextendedintheseaofJapan.The
islandisfamousasoneofthebestplacesforbirdwatchinginJapanandreceivesmorethan
800birdersin1994.Therehasbeenrenewalofinterestintheeconomicvalueofbirdervisitations,

However,nostudyhaveneverbeentriedtoestimatetheeconomicvalueofbirdwatching
inJapan.Theresultofthisstudywasthattheconsumersurplusofthebirdwatchingisabout
14,420,000yenperyearusingTCM,whilethatofC∀Misabout43,720,000yen.Theseresults

leadtotheconclusionthateconomicanalysュsOfenvironmentalvaluecanconttibutetothe
costallocAtionofenvironmentalconservationandfuturevisitormanagementoftheisland.

1 研究の目的

本研究は,舶倉島 (石川県輪島市沖合)のバー

ドウオッチングを対象とした｡野鳥を対象とする

バー ドウオッチングは,最近急激に発展している

自然環境を対象とした観光 ･レクレーション活動

である(Randalland一am er,1995)｡そしてバー

ドウオッチャーは舶倉島の自然や環境の価値を積

極的に評価し,その便益を享受していると考えら

れる｡しかし現在まで,このような活動-の参加

者が自然環境をどう認識しているか,参加者が自

然環境にどのような価値を認めているのかはほと

んど研究されてこなかった｡そのため自然環境や

資源の利用による環境の荒廃などの費用面ばかり

が強調され,自然資源の利用の管理に際して有効

な分析ができていなかったo

しかし,自然資源の便益を積極的に評価し,費

用と比較した上で利用を管理する新しい自然環境

管理のアプローチのためには,便益を積極的に評

価する必要性が大きいと考えられる｡そこで本研

究では,舶倉島の自然環境の便益を明らかにする

ために,需要曲線を利用する方法の中でも評価の

高い,旅行費用法 (TCM,Travelcostmethod)

と疑似市場法 (C∀M, Contingent valuation

method)を用いて舶倉島のバー ドウオッチングの

消費者余剰の推定を試みたも

2 研究Jの背景

環境や自然を利用する場合に得られる便益や費

用の測定は,現在までいろいろな手法で取り組ま

れてきた (ヨハンソン,1994;ネイカンプ,1985)｡

特に費用便益分析 (Cost-benefitanalysis)の必

要から,便益と費用の測定は重要度が増した｡
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この費用便益分析は厚生経済学の一分野であり,

1930年代のアメリカ合衆国で,水資源開発事業の

費用分担問題解決のための手法として発展したが

(クネ-ゼ,1990;仁連,1977),その後マーシャ

ル (Marshall)やヒックス (Hicks)が理論化を

進め,プロジェクト管理と厚生経済学の合体した

分野として注目されている｡またこの間題につい

て基本的な整理をしたものとしては,1970年代は

じめのミシャンの教科書的著作 (Mishan,1971)

が有名である｡さらに最近では,開発プロジェク

トなどの効果測定にも利用されている｡

このような費用便益分析では,費用と便益をそ

れぞれ集計し,その比較を試みるが,それらは個

人の費用や便益の範囲を超えて,一般的に社会的

な費用や便益であることが普通である｡つまりあ

る集団や地域における総費用 ･総便益について評

価することが,費用便益分析である｡しかし必要

とする費用 ･便益の直接的な測定,特に新古典派

経済学理論に基づくそれが比較的容易であったの

に対し,貨幣的に表現できない費用や外部費用も

含めた測定には困難があり (鈴木,1991),そのた

め現在でもこの議論が続いてる｡

そして,社会的費用や社会的損失の問題が研究

者によって大きく取り扱われたのに対して,環境

問題を扱 う場で社会的便益が議論されることは少

なかった｡これは当時から問題になった公害問題

や環境問題などが主に負の効果をもたらすもの,

損失や損害,費用を発生させるものであったから

である｡そのため,人間の活動がひき起こす社会

的損失や社会的費用が,環境問題研究の主要課題

であった｡ ＼

しかしこうした動きとは別に,社会的便益につ

いての研究はレクレーションや観光などの,環境

を利用する活動の研究において行われてきた｡そ

れは便益の発生が基本的に何らかの活動や利用を

前提としていたからである｡これは自然や環境を

利用できる価値が便益であると考えられてきたか

らである｡そのため利用しなくても存在する価値,

例えば自然や環境の存在価値は,便益の推定より

も,価値そのものの研究 ･議論を待たねばならな

かった｡

ところでMishan (1971)はその著書の中で,

便益(Benefit)はCos卜 differenceまたはCost-

savingであると述べている｡その意味では,便益

(Mishanは,その著書の中で便益 (Benefit))と

表現したが,正確には純便益 (Netbenefit)は消

費者余剰の定義に一致し,総便益から費用を引き

去った残りとする新沢 (1993)の説明と同じであ

る｡これはPearceandTuner(1990)が,消費

者余剰+市場価格-総支払意志額 (-総便益)と

考えているのと,ほぼ同一だと考えられる｡また

ピアスさまか (1994)は,便益を ｢厚生 (満足また

は効用)が増加すること｣であると定義しているO

そして厚生の増大の表現形が ｢選好｣であり,そ

の表示が個人のWTP(支払意志)であるとする｡

これらの関係から,支払意志額-消費者余剰-純

便益と考えられる｡結局,便益は環境から得られ

る,環境を享受する側の享受状態の改善と考える

ことができる｡そして,新古典派経済学ではその

便益が環境の価値を表現する指標として使われて

いる｡

しかし岩田 (1984)は,ある財を利用する場合

に得られる金銭で測定できる総効用から費用の合

計を差し引いたものが消費者余剰であると述べ,｢あ

る財を利用して｣と利用上で得られるものに限定

している｡この意味では環鏡の使用価値のみが消

費者余剰計算上の価値になる｡このように消費者

余剰は,環境のすべての価値を対象にする場合と,

使用価値に限定して考える場合がある｡特に便益

の推定の研究が盛んなレクレーションの研究では,

使用価値の推定が中心であったことが関係してい

るのかもしれない｡価値の分類が進んで,それに

ある程度の合意ができている現在では,消費者余

剰を,使用価値を対象とした便益と,環境の全価

値を対象とした厚生の増加に区分することも必要

であると考えられる｡

またこれらのほかに,｢効用｣を使用する岩田(1984)

やピアスほか (1994)の報告もあるが,柴田 ･柴

田 (1988)の公共経済学に関する著作の中では,

効用は便益とほぼ同義語で使用されている｡効用
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については,個人の主観的満足が反映するとする

説と,客観的で財の量に比例するものであるとす

る説があるが,前述の柴田 ･柴田 (1988)は,効

用が主観的な満足の場合もあり,効用間の比較や

効用自体の測定は困難であると述べている｡

結局,効用と便益は同義語として使用されてい

る例も多いが,正確には効用は測定できないし,

便益は測定できるので,全く一致するものではな

い｡むしろ,効用は便益で測定できると考えるの

が正確である｡また前述したように,効用と便益

の中間的な概念として選好があると考えられる｡

厚生や効用の増加についての意志表示が選好であ

り,実際に測定できるのが便益である｡

3 研究方法

3.1調査研究対象の概要

舶倉島は能登半島の北部,輪島市の沖合50kmに

位置する周囲が約7km,面積103haの離島である

(米田,1988)｡島は豊かな水産資源に恵まれ,盛

漁期に400隻あまりの漁船が島の港を利用し,年間

500から700トン (約4から6億円)の水揚げを記

録している (石川県農林水産部漁港課,1994)0

また舶倉島は,渡り鳥の中継地点として数多く

の野鳥が観察できることで有名である｡これは約

20年前に日本野鳥の会石川支部の会員が野鳥の渡

りの時期に来島し,この時期の舶倉島に野鳥が多

数飛来することを報告したのに始まる｡最近では

毎年多数のバー ドウオッチャーが来島し,その数

が年々増加しているので,島の環境や野鳥-の影

響も懸念され始めている｡この研究では,調査研

究の対象を舶倉島におけるバー ドウオッチング活

動とした｡

3.2分析の方法

1994年4月から11月まで,舶倉島-の唯一の公

共交通機関による渡航方法である定期船の運航会

社 ｢-ぐら航路株式会社｣の協力を得て,アンケー

ト調査用紙を来島するバー ドウオッチャーに配布

し,帰路に回収した｡

アンケー ト調査の設計および配布方法などにつ

いては,辻 ･有馬 (1987)を参考にした｡また事

前に,舶倉島の事情に詳しい日本野鳥の会石川支

部のア ドバイスを受けた｡さらに統計処理につい

ては,加納 ･浅子 (1992)および中村ほか (1992)

を主に参照した｡消費者余剰の推定は,柴田 ･柴

田 (1988);ネイカンプ (1985);岩田 (1993);

植田ほか(1991);ディクソンほか(1991);Edwards

(1987) ;Pearce,Markandya and Barbier

(1994);ヨハンソン (1994)などを参考にした｡

なお日本野鳥の会の会員のデータは,日本野鳥

の会から入手した｡

3.2.1旅行費用法

旅行費用法は,ある活動の目的地までの旅行費

用が∴その活動の需要に影響するという仮定のも

とに,目的地の経済的評価を試みる手法である(末

石 ･環境計画研究所,1994)｡レクレーションや観

光地を経済的に評価するためによく利用されてい

る｡

この手法は,1949年にホテリングがその書簡の

中で示唆したことに始まるといわれるが(Randall,

1994),実際には1950年代からその研究と実用化が

始まった｡これ以降,レクレーションの経済的評

価を中心に研究が行われ,レクレーション経済学

に大きな影響を与えた (Matulich,1987)｡

旅行費用法では,利用者が旅費という形で,レ

クレーションや観光のサービスに対する価値を認

め,対価を支払っていると考えている｡旅行費用

法の場合は,費用は実際に支出した旅行費用であ

る｡旅行費用には,直接の交通費のほか目的地ま

での所要時間の機会費用を含むことが多い｡また,

目的地で過ごす時間の機会費用を含めることもあ

る (ヨハンソン,1994)｡そして訪問率と旅費との

関係を分析し,需要曲線を推定する｡さらに推定

した需要曲線から消費者余剰を推定する｡次にそ

の需要曲線によって表される総効用から,効用を

得るために支払う費用を差し引いたものが消費者

余剰である (岩田,1993)｡こうして最終目的地で

のレクレーションの便益が計測できる｡
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例えばFarber(1988)は,ルイジアナ州の湿地

の価値を旅行費用法によって算出し,1エーカーあ

たりの湿地の経済的価値は36から111ドルに借する

と試算している｡そのほか最近の例としては,森

林レクレーションの評価 (Tuner,1994),さらに

海浜利用についての応用 (Edwards,1987),バン

コクの都市公園であるルンビニ(Lumpinee)公園

の経済的評価(ディクソン･ハフシュミット,1993)

などがある｡また単にレクレーションの価値の評

価だけではなく,入場料を設定したり値上げした

場合の公園-の入場者数の推定や,逆にレクレー

ションの目的地の質的改善のための便益推定にも

利用できる (植田ほか,1991)0

この研究で旅行費用法を採用したのは,①国内

では旅行費用法の紹介が多いにもかかわらず,調

査が多くの労力を必要とするので,実施例がまだ

少ない,②舶倉島のバー ドウオッチングは旅行の

目的地が舶倉島ひとつであるため,消費者余剰を

目的地ごとに配分せずに済む,③疑似市場法との

比較,のためである｡また旅行費用法で被験者か

ら得るデータは,一般的な旅行情報 (出発地 ･交

通手段 ･旅行費用など)なので被験者の抵抗が少

ないという特徴も持つ｡

本研究で採用した基本的な推定手法は,Farber

I(1988),ディクソン･ィ､フシュミット (1993),

RibaudoandEpp (1984)を参考にした｡計算

に用いたデータは,アンケー ト調査で質問した出

発地情報と交通手段,旅行費用,全費用などであ

る｡また旅行費用法では旅行時間や滞在時間の機

会費用を加算することが多いが,今回は舶倉島で

の滞在費用を旅行費用の一部として加算する方法

を試みた｡これはバー ドウオッチャーが旅行や滞

在を主目的に来島しているのではないこと,舶倉

島は離島で滞在費用はバー ドウオッチングのため

だけに支出される経費であること,という理由に

よる｡

3.2.2疑似市場法

疑似市場法は代用市場法 (植田,1994)1または

疑似市場評価法 (Pearce,MarkandyaandBar-

bier,1994)と呼ばれている環境の価値の直接的評

価手法のひとつやある｡多数の研究が現在までに

行われているが,初期の段階で有名なものは,Bishop

とHeberleinによるウィスコンシン州でのカモ狩

猟許可の評価研究である (BishopandHerber-

1ein,1979)｡この研究では,仮想的に狩猟許可を

貨幣評価した時の価格と実際に許可を買い上げた

時の価格の比較実験や,旅行費用法の結果との比

較が行われた｡疑似市場法は,仮想市場による公

共財の価値推定を試みるもので,トレードオフ(tread-

off)な問題を解く方法として有効であると考えら

れている (ShogrenandNowell,1992)0

最近の実証的研究としては,C1aytonandMen-

delsohn(1993) ;Brookshire,Eubanksand

Randall(1983);Stevensetal.(1991);Berg-

stromandStoll(1993);Loomis(1989);Farber

(1988)などがあり,今回参考にした｡

また国内では,琵琶湖の浄化の便益推定に利用

した尾上ほか (1994)の例があるが,事例研究は

まだ少ない｡

4 結 果

4.1バー ドウオッチャーの内容

1994年のアンケート調査の結果,260通のアンケー

ト用紙を回収した｡実施期間中のバードウオッチャー

の来島数は838人であったので,回収率は31%であっ

た｡

舶倉島-来島したバー ドウオッチャーのグルー

プが,国内のバー ドウオッチャーたちと同一の集

団に属するかについて確認するために,その内容

について比較した｡まず舶倉島に来島したバー ド

ウオッチャー260人の内,男女の割合は男子70.3%,

女子29.7%であった｡これと日本野鳥の会の会員

(全国)の男女比 (男子72.8%,女子27.2%)と

の間に有意な差はなかった (P>0.05,d.f.-1,

x 2-0.96,X自乗検定によるO以下,複数の標本

間の分布の差の検定はx2検定による.)｡つまり男

女分布については,全国のバー ドウオッチャーの

集団との間に差はなかった｡さらに来島者の年齢
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図1 バー ドウオッチャーの年齢階層別分布

構成を日本野鳥の会の会員のデータと比較した(図

1)｡年齢構成は全体では有意な差が認められた(P<

0.05,d.f,-9, X2-34.73)oまた男女別では,

男子で全国の分布との間に有意な差が認められた

のに対して (P<0.01;d.f.-9,X2-30.21),女

子は逆に全国との差がなかった (P>0.05,d.f.-

9,X2-14.12)｡年齢構成ごとに見ると,全体で

は60覇以上の来島割合が低く,逆に35歳以下の階

層の割合が高い｡男子では20歳以下階層から30-

34歳階層までの来島者の割合が高いのに対し,よ

り高齢の45歳以上で逆に少ない｡ところが女子で

は45歳以上の来島者の割合が高く,若齢階層では

低かった｡

また日本野鳥の会は,バー ドウオッチングを愛

好するものならほとんどが加入していると言われ

ており,会員は全国に分布する｡会員の分布は人

口の多い都市部ほど多いが,人口と加入率の間に

は関連はない｡しかし都道府県別の来島者の分布

と全国の日本野鳥の会の会員の分布には,有意な

差が認められた (P<0.01,d.f.-29,X2-336)｡

都道府県別にみると,石川県 ･京都府 ･大阪府 ･

愛知県が,会員数に比較して来島者数が多く,逆

に神奈川県 ･東京都などは少なかった｡傾向とし

ては関西方面の来島者の比率が高かった｡このこ

とから来島者数は,会員数に比例するのではなく,

距離やアクセスのしやすさが影響していることが

示唆される｡

なお軸倉島までに利用した交通手段としては,

自家用車が全体の83.3%を占め,ついで鉄道が14.4%
であった｡これには,

①舶倉島の定期航路の乗船場付近には無料で何

日も駐車できる駐車スペースがある

②バー ドウオッチャーが自家用車の乗りあわせ

で来島し,交通費を圧縮しようとしている

③自家用車で輪島まで来ることで,1日に1便し

かない-ぐら航路の連絡船の出航 ･入港時間

にあわせた日程が組め,旅行時間と費用が節

約できる

④自動車であれば,重たい望遠レンズや三脚を

運搬Lやすい

などの理由が考えられる｡

4.2旅行費用法による消費者余剰の推定

舶倉島-来島したバー ドウオッチャーに,来島

に要した経費全体を申告してもらい,その全費用

を旅行費用として計算した｡まず全費用(C)とバー
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ドウオッチャーの旅行距離 (D)との関係を最小自

乗法を用いた回帰分析によって求めた｡両者の間

には次のような関係があった｡

C-64.97D+5651.64

(r2-0.32,d.i.-1/244,F-115,P<0.01) ･･･.･@

次にこの回帰式を用いて,出発地から輪島まで

の距離区分 (100kmごと,距離データは距離区分の

中心距離を使用する)ごとに,かかった経費を算

出したOそして,この距離区分ごとに,次の計算

式に数値を代入し,日本野鳥の会の会員100人あた

りの利用頻度を求めた｡

会員100人あたりの利用頻度-

(Ⅴ/n)×NXIOO)
･②

Ⅴ-その距離区分 (100kmごとに区分した地域)

からの来島者数

n-アンケー ト回収数

N-アンケー ト配布数

(来島したバー ドウオッチャー全数,838人)

p-その距離区分の野鳥の会の会員数

toô

伊
汁
9

g
)堂

FF]葡
陶

11

十

o
H
H

O

次に,この会員100人あたりの利用頻度 (F)と

全費用 (C)の関係を,最小自乗法による回帰分析

で求めた｡その結果は次のとおりである｡またそ

の関係を図2に示す｡

ln(F)ニー0.000058C+3.2228

(r2-0.78,d.f.-1/7,F-25.53,P<0.01)-･･.③

そして距離区分ごとの全費用 (①式を用いて求

めたもの)を③式に代入し,その結果から,距離

区分ごとの100人あたりの利用頻度を求める｡これ

に,該当する距離区分ごとの日本敷島の会の会員

数を乗じて100で除すると,利用回数 (度数)が求

められる (次式)｡

利用回数-

100人あたりの利用頻度×当該距離区分の野鳥の会の会員数

100

-･･④

同様にして,実際にかかった全費用に加え,仮

想的追加費用を来島者に求めたとして,その費用

(全費用+仮想的追加費用)を③式に代入し,100

20,000 40,000 60,000 80,000 100,000

全費用 (円)

図2 来島者の旅行費用 (全費用)と来島頻度 (100人あたりの旅行率)の関係



バー ドウオッチングの経済的価値 (敷田) 51

人あたりの利用頻度を求めるoこの繰 り返しを,

10,000円ごとに行い,それぞれの利用回数を求め

た｡その結果をまとめると,それぞれの距離区分

の利用回数は,舶倉島-のバー ドウオッチングの

需要関数を示していると考えられ,仮想的追加費

用ごとに合計したものが,バー ドウオッチャーに

とっての舶倉島の需要曲線になる｡消費者余剰は

この曲線の下側の面積になるOその結果,消費者

余剰は14,425,658円と推定できた｡また,この時

の利用者需要曲線は,図3のようになる｡

4.3疑似市場法による舶倉島の環境の

価値評価

疑似市場法による舶倉島の価値の算出のために,

アンケー ト調査を利用して次のような設問を設定

した｡

(ア)外国では,バー ドウオッチングをするとこ

ろが有料になっている例があります｡舶倉島

でこうした利用料をとることについてどう思

いますか?

O

o

O

o

O

o

O

o

6

4

仮
想
的
追
加
費
用

(円
)

1.まったくとる必要はないと思う

2.あまりとる必要はないと思う

3.すこししか必要はないと思う

4.すこしは必要だと思 う

5.やはり必要だと思う

6.どうしてもとる必要があると思う

(イ)それはいくらくらいが適当だと思いますか?

( )円くらい

この設問は,当初は直接的に ｢バー ドウオッチ

ングにおける舶倉島の値打ち｣を問うものであっ

たが,日本野鳥の会石川支部との事前の相談の結

果,よりわかりやすい利用料を使っての設問になっ

た｡また,舶倉島ではすでに遊漁者から入島料を

徴収しているので類似の料金徴収は具体性を持つ

と考えた｡

この設問 (ア)に対して,有料化に賛同する回

答は約60%あった (図4)｡しかし内容的には,｢す
こしは必要だと思う｣と消極的な回答に集中して

0･00 200･00 400･00 600･00 800.00 1,000.00

利用回数(回)

図3 舶倉島のバー ドウオッチングにおける需要曲線
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おり,それほど強い意志が示されているわけでは

ない｡

この設問に回答したのは,アンケー トの回答者

260人のうち147人であり,この結果に潜在的利用

者を日本野鳥の会の会員 (全国)として計算した

のが表1である｡なお利用料の記入があったもの

だけを計算の対象にし,記入がなかったものに?

いては評価を拒否したと考え,推定過程に算入し

なかった｡計算はバンコクのルンビニ公園の例(ディ

クソン･ハフシュミット,1993)と同じ方法を用

いた｡その結果,消費者余剰として43,728,500円

を得た｡またこれとは逆に,金額を記入しなかっ

まったくとる必要はないと思う

あまりとる必要はないと患う

すこししか必要はないと思う

すこしは必要だと思う

やはり必要だと思う

どうしてもとる必要があると思う

たものを ｢支払意志額を0と回答した｣と扱うこ

とにした場合は,消費者余剰は24,698,150円であっ

た｡この推定には約2倍の差がある｡しかし,回

答を保留したバー ドウオッチャー全員が支払意志

額を0としたとは考えにくい｡むしろこの場合は,

舶倉島でのバー ドウオッチングに利用料を払うこ

とについて,反対の意志が示されたと考えるべき

であり,前者の推定がより現実的であると考えら

れる｡

支払意志の確認の設問 (ア)では,図4に示す

ように,支払いについて積極的なものが過半数を

占めていた反面,全く支払の必要性を認めないバー

0 20 40 60 80 100 120

(人)図4 利用料の支払いに対するバー ドウオッチャーの反応表1 疑似市

場法による舶倉島の価値の推定記入金額 (円)記入者数 (人)人数比率 (%) 該当会員
数 価値合計 (円)10,000 1 0.68 251 2,

510,0005,000 4 2.72 1,005
5,025,0004,000 3 2.04 754
3,016,0003,000 5 3‥4 1,25

7 3,771,0002,500 1 0.68 25
1 627,5002,000 15 10.2 3,

771 7,542,0001,500 4 2.72 1,00
5 1,507,5001,000 58 39.46 14,5
87 14,587,000650 2 1.36 50
3 326,950500 31 21.09 7,

796 3,898,000300 7 4.76
1,760 528,000200 4

2.72 1,005 201,000100 7
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ドウオッチャーも56人いた｡さらに利用料の支払

いは現実性があるので,このアンケー トの結果が

利用料の徴収に反映されることを懸念したバー ド

ウオッチャーが意識的に低い額を回答した可能性

もある｡このように支払意志額の確認では,想定

する支基い方法の現実性と,逆にその支払い方法

が起こすフリーライダー動機の発生の問題を同時

に解決する必要があるという疑似市場法実施上の

問題点がやはり認められる｡

その他にも,既に遊漁者に対し1人1,000円の協

力金の請求が半ば制度化しているので,この金額

の影響も無視できない｡つまり1,000円という決まっ

た数字が被験者の頭にあり,また金額的にも端数

がないので,被験者が判断に困った場合に,この

数字が採用されることが多いと思われる｡実際1,000

円という回答が支払意志額回答者147人中58人いる

ことからもこれは十分考えられる｡この点につい

ては設問の仕方,確認法について再検討し,1995

年の調査で追跡を実施中である｡

5 考 察

この研究では舶倉島のバー ドウォッチングの消

費者余剰,つまり舶倉島の野鳥の経済的価値の推

定を,旅行費用法と疑似市場法を用いて試みた｡

その結果,貨幣的に評価した価値を得ることがで

きた｡

舶倉島におけるバー ドウオッチングについて,

旅行費用法では約1442万円の消費者余剰があると

推定されたが,これは舶倉島-来島するバードウオッ

チャー (1994年で838人)1人当たり17,207円にな

る｡この結果は,旅行費用だけを評価したもので

あり,もし舶倉島での滞在時間の機会費用を加え

ると更に消費者余剰は大きくなると思われる｡

旅行費用法を用いたほかの研究では,滞在時間

の機会費用を加算する例があるが,その場合の時

間単価は平均的な労働者賃金を利用することが一

般的である (Farber,1988)｡日本国内の全産業の

労働者の平均賃金は1時間当たり2,466円であるの

で (毎月勤労統計調査 :労働省),旅行時間や滞在

時間にこの単価を乗じて利用する方法も考えられ

る｡しかし,前述のFarber(1988)の例でも,そ

の単価の評価を60%,30%,10%と割引いて使用

しており,Farberは10%が適当という見解を示し

てはいるが,はっきりした根拠はない｡また舶倉

島-のバー ドウオッチャーの来島は週末に集中す

るので,機会費用の一方的な加算は現実にそぐわ

ないことも考えられるので更に検討が必要である

､が,こうした可能性を前提にすると,本研究での

旅行費用法による消費者余剰の算出は,その最低

限を示したものと考えられる｡つまり今後の評価

によっては,さらに大きな消費者余剰の推定もあ

り得るこ とになる.

一方,疑似市場法による消費者余剰の推定から

は,年間約4372万円の消費者余剰であった｡これ

らの手法による算定結果の差については測定する

対象が異なるので,それぞれの結果の差の原因に

ついて検討することにあまり意味はないと思われ

るが,旅行費用法による推定値が∴それ以上の値

もあり得るので,これらの手法による推定値は非

常に近いということができる｡そして,これはほ

かの研究例とも一致する｡

ただし,特に貨幣的に表示すること自体が目的

であってはいけない.例えば今回の推定ではバー

ドウオッチングを対象としたが,バードウオッチャー

たちが認識する自然は ｢野鳥｣が中心であること

がアンケー ト調査の結果からわかっている｡この

ような場合,環境の価値は対象とする野鳥の価値

になりがちで,舶倉島のすべての価値を表してい

るのではない｡従ってこうした測定がどのような

価値を,何を対象として推定しているのか注意す

ることが必要である｡

ところで旅行費用法には,目的地に在住する人々

の評価が計算過程に加わらないという欠点があり,

これが価値推定上の問題になる｡しかし今回の推

定の場合は,舶倉島の住民が野鳥に関心を示さな

いのでこのような懸念はない｡逆に疑似市場法で

は,対象とする資源のある地元 (目的地)の人々

の評価も取り入れることができるが,設問の設定

や回答方法から発生する偏向 (bias)が多く,今
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甲のように旅行費用法が利用できる場合には,比

較のためにも旅行費用法を/試みるべきである｡こ

うした旅行費用法の国内での実証的研究が少ない

のは,旅行費用法の調査にかかる労力が大きいこ

と (特にデータ収集の際)に原因があると思われ

るが,舶倉島のように地元の住民がその資源 (野

鳥)の価値を低く評価している場合や,無人島,

国立公園の中の高山といった住民がいない環境の

評価には,積極的に利用することができると思わ

れるので,今後の研究が望まれる｡

ところで舶倉島では,毎年増加するノうー ドウオッ

チャーによる環境-の影響が懸念され,人数制限

のための入島料の徴収が話題になっている｡しか

しこの研究の推定結果から,入島料による舶倉島

のバー ドウオッチャーの人数制限が有効に働くた

めには,高額の入島料を徴収する必要があり,徴収

による制限が現実的には機能しないことがわかる｡

また人数だけの制限では,滞在時間の検討がな

されない｡環境に与える負荷は滞在するバー ドウオッ

チャーの人数に加え,滞在する日数が大きく影響

するので,滞在人数と滞在 日数の積を本来の影響

度の指標とする必要がある｡さらに入島料などの

固定的な費用の賦課は,舶倉島のバー ドウオッチ

ングの二重価格制を強めると考えられる｡舶倉島

でのバー ドウオッチングは,旅費という固定経費

に1日あたりの滞在費が加わるという二重価格制に

なっている｡そこで,滞在すればするほど,舶倉

島でのバー ドウオッチングというサービス享受の

1日あたりの単価が下がるので,需要の価格弾力

性の大きいバー ドウオッチャーの滞在を長期化す

る｡しかし,こうしたバー ドウオッチャーが必ず

しも環境に配慮する集団であるという保証はない｡

このように旅行費用法による消費者余剰の推定結

果から,人数制限のための入島料の効果について

の検証が可能である｡

一方でこの結果を,舶倉島の環境の維持のため

に利用者に負担を求める負担可能性の検討に利用

することもできる｡つまり舶倉島の環境保全 (こ

の場合バー ドウオッチング環境の保全と考えるこ

とが妥当)のために必要な措置をした場合に負担

可能な額を表している｡つまり,費用負担の可能

性を検討する材料になる｡この点で疑似市場法に

よる推定では,潜在的利用者の価値も含んでいる

と考えられるので,バー ドウオッチャーの集団全

体が,舶倉島のバー ドウオッチング環境維持のた

めに負担できる額と見ることができる｡

このように環境の価値を消費者余剰によって貨

幣的に評価することは,自然環境の利用の管理や

その管理の負担区分についての検討に有用である

と考えられる｡特に現在は舶倉島のバー ドウオッ

チングのように,都市住民による地方 (非都市部

の)自然の利用がさかんになっており,こうした

場合に旅行費用法や疑似市場法により環境の価値,

便益を推定し,それを根拠に管理費用の負担を求

めたり,都市部から非都市部の住民-の経済的移

転を検討する可能性が示唆される｡
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